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藤　井　大　児
た理論構築を目指したい。特に行政の自己革新にとってはどうしてもその法的根拠が必要なため，行政学
的な視点を盛り込んで行かざるを得ない困難は伴うけれども，社会的課題の発信者（社会的少数者そのも
の，ないしはそのアドヴォケートを担う外部機関）が社会の一般的多数者を説得する社会心理学的メカニ
ズムを探っていきたい（野波，2001）。
　まず現段階で日本国内における成功事例と思われるものを集中的に調査・分析することと，他方で比較
対象として比較的コンパクトな事例分析を行い，特に欧米の文脈ではうまくいっていると評価され得るが，
本稿の観点からは協働関係の構築が不十分とみなすことができる事例とを扱うことによって，メカニズム
に内包される一般的な論理に一歩でも近づいていきたい。
　国内事例としては，富山県で始まった統合型福祉拠点の整備事業を挙げられる。「このゆびとーまれ」は，
当時富山赤十字病院で看護師をしていた惣万佳代子氏（現NPO法人理事長）らが，富山県内で初めての民
間デイサービスとして1993年に開所したものだった。「患者さんの『畳の上で死にたい』という言葉を聞
いて，こういう人たちを支えたいと思ったのがきっかけです」というが，当時民間デイサービスという事
業は，制度として認められていなかった（『事業構想』2014年６月号）。行政からの補助金の交付は受けら
れず，国民金融公庫からの借入れと看護師３人の退職金をつぎ込んで事業が始められた。
　当初は市民から集められた寄付金に依拠し，また利用者にも高めの料金負担を課して活動を維持したが，
1998年には全国で初めて富山県が高齢者と障がい者の垣根を超えて年間360万円の補助金を出すことを決
定した。この方法が後に「富山方式」と呼ばれるに至り，それを推進した県職員が本稿で言うCEに相当
することになる。続いて1999年富山県からの勧めで介護保険の指定業者になるために県内初のNPO法人格
を取得，2000年から介護保険制度が施行，2006年障害者自立支援法施行，2011年12月「とやま地域共生型
福祉推進特区」となり，障がい者が訓練を兼ねて働く「福祉的就労」を行うことが小規模事業所でも可能
になった。こうして県とともに開催している起業家育成講座の効果も相まって，2013年３月段階で全国で
1,427事業者が「富山型」デイサービスを実施している。
　一方，行政と外部機関との相互影響の過程が不十分と見受けられる例として，米国オレゴン州のTryon 
Creek州立森林公園の事例を取り上げたい。海外事例を取り上げる利点は，比較分析の対象として既存理
論の通りであれば（特に欧米の文脈では）うまく機能していたはずの連携が，予備的調査で知り得る範囲
では行政の自己革新は伴っておらず，従って長期的課題の解決は将来に先送りされ，当事者たちの表面的
なプラス評価とは食い違う部分が散見されることを，日本という離れた地から客観的に論じられるからで
ある５。
　Tryon Creek州立森林公園は，近年開発が進み全米で最も住みよい街との評価が高まったPortland市近郊
に存在する。近隣には白人富裕層が集積する住宅地もありながら，白人勢力の西進後の乱開発によって一
旦は消滅しかけた自然資源が保護されている。また当該地はネイティブ・アメリカンが住んでいた地域で
あり，彼らの文化伝統継承という観点からも保護の重要性がそのミッションに高らかに掲げられている。
そして州政府，市，州立大学などを巻き込んで，ネイティブ・アメリカンのメンターの下で後進の育成が
仕組みとして整備されている。州政府もまた「侵入植物の除去を我々が２エーカーするならば，外部組織
であるNPOとの協働によって20エーカーにまで拡大できる」と胸を張る。
　ただし本研究の観点から見れば，少数者の声が十分に行政の中枢に届いてはおらず，利害関係者の奇妙
な相互依存関係が保たれたまま，本質的問題の解決が先送りされた状態となっている。例えば現実社会に
目を向けると，ネイティブ・アメリカンの「見えないガラスの天井」の存在は依然として深刻であり，若
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